
証券コード　2391
2020年10月２日

株　主　各　位
東 京 都 港 区 浜 松 町 一 丁 目 3 1 番

代表取締役社長　田　上　正　勝

第35回　定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。

　なお、本総会につきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、ご来場

は極力お控えいただき、書面またはインターネットによる、事前の議決権の行使（行使期

限：2020年10月19日（月曜日）午後５時まで）をお願い申し上げます。
敬　具

記

１． 日 時 　2020年10月20日（火曜日）午前10時

　（なお、受付開始時間は、午前９時とさせていただきます。）

２． 場 所 　東京都港区浜松町一丁目31番

文化放送メディアプラス12階　文化放送メディアプラスホール

　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３． 会議の目的事項

報告事項 第35期（2019年８月１日から2020年７月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

第４号議案 役員賞与支給の件

第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎本年より、株主総会にご出席の株主様へのお土産は取りやめさせていただきます。何卒ご理解ください

ますようお願い申し上げます。
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〈株主様へのお願い〉 

 

当総会におきましては、感染拡大防止に努めた対策を講じますが、株主の皆様におか

れましては、感染拡大防止の観点から、極力ご来場はお控えいただき、書面またはイン

ターネットによる事前の議決権の行使をお願い申し上げます。 

 

◎書面（郵送）による議決権行使の場合 

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、2020年10月19日（月曜

日）午後５時までに到着するようご送付ください。 

 

◎インターネットによる議決権行使の場合 

35頁から36頁に記載の「インターネットによる議決権行使のお手続きについて」を

ご参照の上、2020年10月19日（月曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力

ください。 

 

１．感染拡大防止のための当社の対応 
 (1) 出席役員及び株主総会運営スタッフは、マスク等を着用させていただきます。 
 (2) 株主総会の議事進行は、例年よりも時間を短縮することを検討しています。 
 (3) 株主総会の会場は、間隔を空けた座席配置等を検討しており、会場の座席数は

従前より減少する見込みです。このため、当日にご来場いただいても入場をお
断りする場合がございますので、予めご了承くださいますようお願い申し上げ
ます。 

 
２．株主様へのお願い 
 (1) マスクを必ず着用くださいますようご協力をお願い申し上げます。 
 (2) 会場の建物の感染予防対策により、建物に入館の際検温を実施し、発熱等の症

状を確認した場合はご入場をお断りすることがございますので、予めご了承く
ださい。 

 (3) 会場入口に設置の消毒液をご利用の上、ご入場くださいますようお願い申し上
げます。 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。 
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイト（https://www.planet-van.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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(添付書類) 
事 業 報 告 

(2019年８月１日から 
2020年７月31日まで ) 

 
１．会社の現況に関する事項 
 
(1) 事業の経過及び成果 

当事業年度における日本経済は、緩やかな回復基調が持続していたものの、新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響により経済活動が停滞し、急速に悪化いたしました。緊急事態宣

言解除後も再び感染増加傾向にあるなど、依然として先行きの見通せない状況が続いてお

ります。 

当社事業が中心的に関わる一般消費財流通業界においては、消費税増税の影響に加え、

その後の新型コロナウイルス感染拡大によるインバウンド需要の消失や外出制限による個

人消費の低迷、また、マスクや除菌衛生用品などの感染症対策商品が急激な需要拡大と消

費者の備蓄意識の高まりにより、一時的ではあったものの店頭で品切れになるなどの影響

を受けました。生活必需品である日用品の需要は底堅く、特に、感染防止や巣ごもり消費

に関連した商品の需要は堅調に推移しました。 

このような状況のもと、当社は、「プラネット ビジョン２０２５」に基づき、中立的

な立場で「企業間取引における業務効率の追求」「企業間におけるコミュニケーションの

活性化」「流通における情報活用の推進」「社会に役立つ情報の収集と発信」を行うこと

でインフラサービス提供企業として業界と社会に貢献すべく各施策への取り組みを継続し

ました。また、当社は社会的責任を果たすべく、従業員、従業員の家族の安全を第一に、

そして取引先の皆様の安全にも配慮し、必要な対策を講じて感染拡大防止に努めるととも

に新型コロナウイルス感染症と共存していくことを踏まえ、時差出勤や在宅勤務を取り入

れるなど、新しい働き方へシフトしてまいりました。 

これらの取り組みの結果、当事業年度の売上高は、主にＥＤＩ通信処理料と「販売レポ

ートサービス」利用料の増加などに支えられ、3,052,636千円（前期比0.9％増）となりま

した。売上原価は、Ｗｅｂ発注リニューアルに伴う売上原価が増加したものの、全体とし

ては前期並みに抑えることができたことにより、1,048,403千円（前期比0.6％減）、販売

費及び一般管理費は、研究開発費などの増加があった一方、コロナ禍での移動が制限され

たことから旅費や打ち合わせに関わる費用などの減少があったことにより1,274,566千円

（前期比0.9％増）となりました。その結果、営業利益は729,666千円（前期比3.1％増）
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経常利益は748,753千円（前期比3.6％増）となりました。他方、投資有価証券評価損を特

別損失として計上したことにより、当期純利益は441,723千円（前期比10.0％減）となり

ました。 

 

事業部門別の売上高 
 

部    門 
第34期 第35期(当期) 前期比 

増減 売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％) 

Ｅ Ｄ Ｉ 事 業 2,729,244 90.2 2,776,287 91.0 1.7％ 

データベース事業 277,279 9.2 263,952 8.6 △4.8％ 

そ の 他 事 業 19,596 0.6 12,396 0.4 △36.7％ 

合    計 3,026,120 100.0 3,052,636 100.0 0.9％ 

プラネットの事業部門は、基幹系サービスである「ＥＤＩ事業」と、情報系サービ

スである「データベース事業」「その他事業」から構成されております。 

① ＥＤＩ事業 

日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品（一般用医薬品）に加

え、健康食品や介護用品などの隣接した各業界において、メーカー・卸売業間の「基

幹ＥＤＩ」サービスのさらなる普及活動を継続しました。 

また、業界のオンライン取引の一層の推進を図るべく、主に中小メーカー・大手卸

売業間の「Ｗｅｂ受注－仕入通信サービス『ＭＩＴＥＯＳ（ミテオス）』」や、卸売

業の販売実績をメーカーに通知する「販売データ」を簡易に利用できる「販売レポー

トサービス」の普及活動に注力しました。 

さらに、2019 年 10 月から始まった消費税の軽減税率制度への対応として、ユーザ

ー各社の協力のもと、メーカー・卸売業間における軽減税率ＥＤＩフォーマットの提

供及び軽減税率対象商品の情報収集とそのリストの提供とサポートを完了しました。

また、ＢtoＢの物流課題解決の一助となるデータ交換の検討を行い、2020 年 2 月に

業界関係者の協力を得て『ロジスティクスＥＤＩ概要書』を策定しました。 

営業活動はオンラインでの折衝を中心に、必要に応じて訪問による説明等を行って

おります。コロナ禍ではありますが、様々な手段でユーザー拡大に向けた活動を継続

しております。これらの結果、利用企業数の増加、データ種類の利用拡大等によるＥ

ＤＩ通信処理データ量の増加に支えられ、売上高は前期比 1.7％の増収となりました。 
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② データベース事業 

各データベースサービスの付加価値向上のための取り組みを継続しました。 

小売業の店舗や、卸売業の支店・物流センターなどを示す「標準取引先コード」を

蓄積した「取引先データベース」において、さらなる機能改善に向けた調査を継続し

ました。 

また、日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品などのナショナ

ルブランドの商品情報を蓄積した「商品データベース」において、消費税の軽減税率

制度への対応として、軽減税率対象商品の情報を利用者が把握できるように対応しま

した。さらに、一般財団法人流通システム開発センターが提供する多言語商品情報ア

プリ（Ｍｕｌｐｉ）への商品情報提供を継続しました。 

しかし、ＥＤＩ通信処理データ量の増加を促すべく改定した料金体系において、取

引先データベースの利用料金を可変長方式ＥＤＩの利用料金に含まれるように設計し

た結果、取引先データベースの売上高が減少し、売上高は前期比 4.8％減収となりまし

た。 

 

③ その他事業 

ＡＩ・ビッグデータ活用の調査研究、そして開発への取り組みを継続しました。 

また、インターネットを使って新製品の情報提供や商談ができる「バイヤーズネッ

ト」を展開してまいりましたが、売上高は前期比 36.7％の減収となりました。 
 

 (2) 設備投資の状況 

当事業年度の設備投資総額は、159,786 千円であり、主なものは次のとおりであり

ます。 
 

Ｅ Ｄ Ｉ サ ー ビ ス シ ス テ ム 改 善 投 資 130,696千円 

データベースサービスシステム改善投資 10,996千円 
 
 (3) 資金調達の状況 

 当事業年度において資金調達は行っておりません。 

 
 (4) 対処すべき課題 

生活者は新型コロナウイルス感染症により新しい生活様式の実践を余儀なくされて

おり、意識、価値観、働き方、購買行動などが大きく変化していくことが予想されて

います。当社事業が中心的に関わる一般消費財流通業界においては、この影響により

変化への対応が引き続き求められるものと考えられます。この中で同業界の業務のＩ
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Ｔ化については、企業の経営合理化推進とあいまって伸長が見込まれるものと考えら

れます。 

当社はこのような状況を踏まえて次のような事業展開を進めてまいります。 

① ＥＤＩ事業 

通信技術の進歩に伴い、製品製造の資材調達からその製品が消費者の手に渡るまで

のすべてのプロセスを効率化・改善・管理していくためのデータ交換が必要とされて

おります。 

そのために、メーカーと卸売業間の「基幹ＥＤＩサービス」等の普及を推進してま

いります。2020 年 2 月に発刊した「ロジスティクスＥＤＩ概要書」に基づき、Ｂto

Ｂの物流に係る業務の効率化に貢献するＥＤＩデータを提供してまいります。また、

ＥＤＩは企業の基幹系業務の効率化には欠かせない機能であることから、特に卸売業

にとって取引先メーカーのＥＤＩ利用によるオンライン化比率の向上が課題となって

いることを受けて、本格的なＥＤＩ利用が進まない中小規模メーカーへ、簡易にＥＤ

Ｉ利用ができる「Ｗｅｂ受注－仕入通信サービス『ＭＩＴＥＯＳ』」を引き続き提案

してまいります。 

進化する情報通信環境に応じたデータ通信手順の選択、先進的な技術を基盤とした

より安全で強固なシステムの構築等の取り組みを鋭意継続するとともに、日用品・化

粧品、ペットフード・ペット用品及びＯＴＣ医薬品に加え、健康食品や介護用品等の

隣接する各業界へのＥＤＩ普及活動を続け、中長期的に安定した成長を目指してまい

ります。 

② データベース事業 

「取引先データベース」については、全国の小売業店舗・卸売業拠点約 43 万件の

情報を常にメンテナンスして、メーカーがＥＤＩとともに利用するマーケティング情

報として有効に活用できるよう利用価値を高め、営業活動等を通じて一層の利用拡大

を図ってまいります。 

「商品データベース」については、商品の規格情報・商品画像情報等の一層の拡充

に努めるとともに、登録推進・利用促進を図ってまいります。 

③ その他事業 

引き続き調査研究の継続や新規サービスの開発の取り組みを進めてまいります。ま

たメーカー・卸売業等のマーチャンダイジング業務を支援する情報提供サービス「バ

イヤーズネット」の運用を継続してまいります。 
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(5) 財産及び損益の状況 
 

期 
 

区 分 

第32期 
2016年８月１日から 
2017年７月31日まで 

第33期 
2017年８月１日から 
2018年７月31日まで 

第34期 
2018年８月１日から 
2019年７月31日まで 

第35期(当期) 
2019年８月１日から 
2020年７月31日まで 

売 上 高(千円) 2,974,322 2,998,645 3,026,120 3,052,636 

経 常 利 益(千円) 705,480 718,813 722,905 748,753 

当 期 純 利 益(千円) 478,843 536,882 491,007 441,723 

１株当たり当期純利益(円) 72.21 80.97 74.05 66.62 

純 資 産(千円) 3,817,055 4,442,829 4,459,481 4,421,926 

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 575.65 670.02 672.53 666.87 

総 資 産(千円) 4,634,771 5,488,297 5,389,979 5,314,042 

  (注) 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月
16日）等を第34期の期首から適用しており、第33期に係る主要な経営指標等について
は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。 

 
(6) 重要な親会社及び子会社の状況 

   ① 親会社の状況  

    該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 

    該当事項はありません。 
 
(7) 主要な事業内容 

当社は、歯磨、石鹸、化粧品、芳香剤、紙製品、ワックス、医薬品、衛生用品、日

用雑貨品、化粧雑貨品、ペット用品等の流通に関するコンピュータ利用システムの研

究、開発、情報の提供及びコンサルティング、通信処理の受託及び仲介、コンピュー

タシステムの運営管理を主要な事業内容としております。 

 

(8) 事業所   本社  東京都港区浜松町一丁目31番 

 

 (9) 従業員の状況 
  

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

44名 1名増 45.1歳 14.0年 
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２．会社の株式に関する事項 
 
 (1) 発行可能株式総数        15,360,000株 

 

 (2) 発行済株式の総数         6,632,800株（自己株式1,912株を含む） 

 

(3) 株主数                2,669名 

 

(4) 大株主（上位10名） 
 

株  主  名 持株数(株) 持株比率(％) 

ラ イ オ ン 株 式 会 社 1,066,400 16.08 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・ 

株 式 会 社 イ ン テ ッ ク 口 ） 
1,058,400 15.96 

ユ ニ ・ チ ャ ー ム 株 式 会 社 300,800 4.54 

株 式 会 社 資 生 堂 300,800 4.54 

サ ン ス タ ー 株 式 会 社 300,800 4.54 

ジ ョ ン ソ ン 株 式 会 社 300,800 4.54 

エ ス テ ー 株 式 会 社 300,800 4.54 

日 本 製 紙 ク レ シ ア 株 式 会 社 300,800 4.54 

牛 乳 石 鹸 共 進 社 株 式 会 社 300,800 4.54 

和 田  昌 彦 182,000 2.74 

（注) １ 持株比率は、自己株式を控除して算出しております。 
２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・株式会社インテック口）の

持株数1,058,400株は株式会社インテックから同信託銀行へ信託設定された信託財産で
あります。信託契約上当該株式の議決権は株式会社インテックが留保しております。 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 
 
(1) 当事業年度末日において会社役員が有する新株予約権の内容の概要 

  該当事項はありません。 
   
(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

  該当事項はありません。 
 
(3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 
 
(1) 取締役及び監査役の氏名等 

 
地    位 氏    名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 会 長 玉 生 弘 昌  

代 表 取 締 役 社 長 田 上 正 勝 執行役員社長 

常 務 取 締 役 松 本 俊 男 執行役員常務 事業推進管轄役員 

取 締 役 山 崎 哲 哉 執行役員 経営管理管轄役員 兼社長室長 

取 締 役 濱  逸 夫 
ライオン株式会社 代表取締役、会長 
取締役会議長、最高経営責任者 

取 締 役 北 岡 隆 之 
株式会社インテック 代表取締役社長 
ＴＩＳ株式会社 取締役 

取 締 役 廣 田 光 次  

取 締 役 吉 松 徹 郎 
株式会社アイスタイル 代表取締役社長 
ＵＴグループ株式会社 社外取締役 

常 勤 監 査 役 黒 岩 昭 雄  

監 査 役 岩 成 真 一  

監 査 役 鎌 田 竜 彦 
鎌田公認会計士事務所 代表 
コマニー株式会社 社外監査役 

 
（注) １ 取締役濱逸夫、北岡隆之、廣田光次、吉松徹郎の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外

取締役であります。 
２ 監査役岩成真一、鎌田竜彦の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
３ 取締役廣田光次、吉松徹郎、監査役岩成真一、鎌田竜彦の各氏は、東京証券取引所に対し、

独立役員として届け出ております。 
４  監査役鎌田竜彦氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。 
５  監査役井上展成氏は2019年10月24日開催の第34回定時株主総会終結の時をもって任期満了

により退任いたしました。 
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(2) 責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第

425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。 

 

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額 

   取締役  ８名   199,668千円 （うち社外取締役４名 7,218千円） 

   監査役  ４名   27,475千円 （うち社外監査役３名 6,775千円） 

（注）1 上記の報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額34,000千円

及び役員退職慰労引当金の繰入額23,175千円を含んでおります。 

            2 上記のほか、2019年10月24日開催の第34回定時株主総会の決議に基づく役員退

職慰労金の額（当事業年度以前の事業報告において記載済の役員退職慰労引当

金繰入額を除く）は以下のとおりであります。 

        社外監査役  １名   385千円 

 

(4) 社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先と当社との関係 

社外取締役濱逸夫氏は、ライオン株式会社の代表取締役を兼務しております。同

社は当社の株式を保有しており、当社は同社の持分法適用会社であります。また、

同社は当社の通信処理サービスを利用しております。 

社外取締役北岡隆之氏は、株式会社インテックの代表取締役を兼務しております。

同社は当社の株式を保有しており、当社は同社の持分法適用会社であります。また、

同社は当社のネットワークの運用監視業務及びシステム開発を受託しております。 

なお、同氏はＴＩＳ株式会社の取締役を兼務しております。同社は株式会社イン

テックの完全親会社であります。 

社外取締役吉松徹郎氏は、株式会社アイスタイルの代表取締役を兼務しておりま

す。当社と同社との間には特別な関係はありません。 

また、同氏は、ＵＴグループ株式会社の社外取締役を兼務しております。当社と

同社の間に特別な関係はありません。 

社外監査役鎌田竜彦氏は、鎌田公認会計士事務所の代表を兼務しております。当

社と同所の間に特別な関係はありません。 

また、同氏はコマニー株式会社の社外監査役を兼務しております。当社と同社の

間に特別な関係はありません。 
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② 当事業年度における主な活動状況 

氏    名 主 な 活 動 状 況 

濱  逸 夫 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会10回のうち８回に出席し、他の上場企業の 
代表取締役としての知識と経験から、当社の経営全般に対し意見を述 
べるなど、必要な発言を適宜行っております。 

北 岡 隆 之 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会10回全てに出席し、大手情報サービス企業
の代表取締役及び上場企業の取締役としての知識と経験から、当社の
経営全般に対し意見を述べるなど、必要な発言を適宜行っておりま
す。 

廣 田 光 次 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会10回全てに出席し、議案の審議等に際し必
要な発言を適宜行っております。 

吉 松 徹 郎 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会10回のうち９回に出席し、他の上場企業の
代表取締役としての知識と経験から、当社の経営全般に対し意見を述
べるなど、必要な発言を適宜行っております。 

岩 成 真 一 
（社外監査役） 

当事業年度開催の取締役会10回のうち９回に出席するとともに、監査
役会10回のうち９回に出席し、議案の審議等に際し必要な発言を行っ
ております。 

鎌 田 竜 彦 
（社外監査役） 

2019年10月の就任後、開催した取締役会８回全てに出席するととも
に、監査役会７回全てに出席し、主に公認会計士としての専門的見地
から、議案の審議等に際し必要な発言を行っております。 

（注) 上記取締役会の開催回数の他、会社法第370条及び定款第22条の規定に基づき、取締役会
決議があったと見なす書面決議を１回行っています。 

 
５．会計監査人の状況 
 
  (1) 会計監査人の名称 
     仰星監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支払額 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務に係る報酬等の額 14,000千円 

 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ― 

   
（注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 
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(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由 

当社監査役会は、取締役、関係部門及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を

受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、報酬見積もり

の算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したた

め、会計監査人の報酬等の額について同意しております。 

(4) 非監査業務の内容 
     該当事項はありません。 

 
(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社監査役会は、会計監査人が会社法第 340 条第１項の各号のいずれかに該当する

と認められた場合、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合

監査役は解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告い

たします。 

また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、

適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、当社監査役会は、会計監査人の解

任または不再任の方針に関する議案を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、

当該議案を株主総会に提出いたします。 

 

６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況 
 
 Ⅰ 業務の適正を確保するための体制の概要 
 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 
 

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は『企業理念』に則った「企業行動憲章」並びに「企業行動指針」を制定し、

役員及び従業員がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え行動

するように定める。 

② コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とする『コ

ンプライアンス委員会』を設置し、社長室が事務局を務める。 

③ 監査役及び社長室の監査担当者は連携した監査等を通じてコンプライアンス上の状

況・問題点を把握し、コンプライアンス委員会に報告する。報告を受け、コンプラ

イアンス委員会は問題点の改善に努める。 

④ コンプライアンスを確保するため、コンプライアンス上疑義のある行為について、

常勤監査役を窓口として使用人が直接通報する社員通報窓口を設置する。 
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(2)  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 企業理念である「流通業界の情報インフラストラクチャー」としての役割を果たす

ため、ユーザー情報や社内情報についてその機密性を尊重し、適切な情報管理（作

成・保存）を行う。 

② 実現を確実にするためＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１が示す原則及び規範・基準等に則

り適切な情報管理を推進する。 

③ 情報セキュリティ担当役員を委員長とする「情報セキュリティ委員会」がセキュリ

ティ監査の報告等を踏まえ、主体的に問題点の改善や答申等を進める。 

④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について規範・規程を定め、適切に

整理・保存する。 

⑤ 監査役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理が関連諸規程に則り実施

されているか監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 
 
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社は、リスク管理に関する総括責任者として、リスク管理担当役員を責任者とす

る『事業継続計画委員会』を設置し、全社横断的なリスク管理体制を設ける。 

② 万が一、事業活動上の重大な事態が発生した場合には、「事業継続計画」に基づき

代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置して迅速な対応を行い、損失・被害

を最小限にとどめる体制を整える。 

③ 監査役及び社長室の監査担当者は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を執

行役員会に報告する。執行役員会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把

握と改善に努める。 
 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 定例の取締役会を原則として月１回開催し、経営上の重要な意思決定と取締役の職

務執行並びに執行役員の業務執行の監督を行う。 

② 業務執行の強化と意思決定の迅速化を意図して執行役員制度を導入し、原則として

月２回の執行役員会を開催し、業務執行に関する意思決定を迅速に行う。 

③ 事業運営については、将来の事業環境を踏まえ、中期経営計画及び各年度計画を立

案し、全社的な目標設定と管理を行う。 
 
(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項、並びに監査役の

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制 

① 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、必要に応じて監査役

と取締役会が協議のうえ指名する。監査役が要請する期間は指名された使用人の指

揮・命令・考課の権限は監査役に移譲される。 
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② 監査役の職務を補助する使用人の異動及び考課については監査役の同意を必要とす

る。 
 

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す 

る体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したとき

は、法令に従い直ちに監査役に報告するよう指導・徹底を図る。 

② 監査役は重要な意思決定の過程及び取締役の職務執行の状況を把握するため「取締

役会」に出席する。加えて常勤監査役は、「執行役員会」、「コンプライアンス委

員会」等重要な会議に出席して職務の執行状況を把握するとともに、主要な稟議書

及び職務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ取締役または使用人に説明

を求める。その状況に関して社外監査役とも情報交換を密にして共有化を図り、監

査の実効性確保に努める。 

③ 監査役の有する独立性と権限により監査の実効性を確保するとともに、その職務を

補助する使用人及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら、監査成果の達成を図る。 
 

(7) 反社会的勢力を排除するための体制 

① 当社は「企業行動憲章」に基づき、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力 

  との対決姿勢を貫く。 

② また、対応統括部署において、情報を一元的に管理し外部機関との連携を図る。 
 

Ⅱ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
 

上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。 
 

(1) 内部統制基本方針の改定 

当社は少なくとも年一度、内部統制基本方針について関連法令の改定や内外環境の変化

等を踏まえて、見直しの要否を検討しております。当事業年度においては、2019 年８

月 28 日の当社取締役会において前年の方針の継続の決議を行っております。 
 

(2) コンプライアンスに対する取り組みの状況 

当社は代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、定期的に開催

することによって、コンプライアンスの状況を把握するとともに問題点の改善に努めて

おります。 
 

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する状況 

情報セキュリティ担当役員を委員長とする情報セキュリティ委員会を定期的に開催する

とともにＩＴ全般統制に係る監査を年１回行い、問題点の洗い出し及びその改善を進め

ております。 
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(4) 損失の危機の管理についての取り組みの状況 

当社はリスク管理担当役員を責任者とする事業継続プロジェクトを定期的に開催し、全

社横断的にリスク管理体制の検証及び見直しを行っているとともに、同プロジェクトが

主催する、大規模災害等を想定したシステム障害の対策訓練を定期的に実施することに

よって、不測の事態に備えております。 
 

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることに対する取り組みの状況 

当社は執行役員制度を導入し原則として月２回執行役員会を開催することにより、迅速

で機動的な意思決定を行っております。 

取締役会は原則として月１回開催し、社外取締役及び常勤監査役・社外監査役も出席し

経営上の重要な意思決定について、活発な意見交換が行われており、監督の実効性は確

保されているものと考えております。 
 

(6)  監査役の監査が実効的に行われていることに対する取り組みの状況 

監査役会は原則として月１回開催し、監査に関する重要な事項について、報告・協議を

行っております。 

また、監査役及び社長直轄の専任担当による業務監査にて、コンプライアンス、情報セ

キュリティ、リスク管理状況等も含めた監査を行うことによって複合的に業務の適正を

確保するための体制を担保しております。 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
 

(2020年７月31日現在) 
（単位 千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 
 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 及 び 備 品 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

ソフトウエア仮勘定 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

 

2,777,127 

2,265,197 

480,826 

12,108 

19,093 

△100 
 

2,536,915 

25,506 

10,181 

15,325 

509,448 

481,583 

26,482 

1,383 

2,001,960 

928,336 

768,099 

47,956 

57,724 

160,255 

39,588 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

資 産 除 去 債 務 

 

482,895 

150,682 

56,514 

22,257 

139,627 

24,941 

34,000 

54,872 

409,221 

199,478 

197,600 

12,142 

 

負 債 合 計 892,116 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

 別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価 ･換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

4,102,629 

436,100 

127,240 

127,240 

3,541,077 

18,700 

3,522,377 

910,000 

2,612,377 

△1,788 

319,296 

319,296 

純 資 産 合 計 4,421,926 

資 産 合 計 5,314,042 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,314,042 
 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(2019年８月１日から 
2020年７月31日まで ) 

（単位 千円） 

科           目 金           額 

売 上 高  3,052,636 

売 上 原 価  1,048,403 

売 上 総 利 益  2,004,233 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,274,566 

営 業 利 益  729,666 

営 業 外 収 益  19,086 

受 取 利 息 22  

受 取 配 当 金 5,562  

有 価 証 券 利 息 9,657  

雑 収 入 3,843  

経 常 利 益  748,753 

特 別 損 失  101,302 

固 定 資 産 除 却 損 1,301  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 100,000  

税 引 前 当 期 純 利 益  647,451 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  252,176 

法 人 税 等 調 整 額  △46,448 

当 期 純 利 益  441,723 
 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(2019年８月１日から 
2020年７月31日まで ) 

（単位 千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 436,100 127,240 127,240 18,700 870,000 2,479,205 3,367,905 

事業年度中の変動額        

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △268,551 △268,551 

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 40,000 △40,000 ― 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 441,723 441,723 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 40,000 133,172 173,172 

当 期 末 残 高 436,100 127,240 127,240 18,700 910,000 2,612,377 3,541,077 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

当 期 首 残 高 △1,788 3,929,457 530,023 530,023 4,459,481 

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当 ― △268,551 ― ― △268,551 

 別途積立金の積立 ― ― ― ― ― 

 当 期 純 利 益 ― 441,723 ― ― 441,723 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

― ― △210,727 △210,727 △210,727 

事業年度中の変動額合計 ― 173,172 △210,727 △210,727 △37,554 

当 期 末 残 高 △1,788 4,102,629 319,296 319,296 4,421,926 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 
 

    その他有価証券 

時価のあるもの………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することができな

い複合金融商品については、複合金融商品全体を時価評価し、評

価差額を当事業年度の損益に計上しております。 

また、社債のうち、「取得原価」と「債券金額」との差額の性格

が金利の調整と認められるものについては、償却原価法により原

価を算定しております。 

時価のないもの………… 移動平均法による原価法によっております。 

関連会社株式………………移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産…………… 
（リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

建物     ８年～18年 

器具及び備品 ５年～20年 

無形固定資産…………… 
（リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、のれんについては５年間の定額法、またソフトウエア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

リース資産……………… 

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額

法によっております。 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金……………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

(3) 役員賞与引当金………… 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上

しております。 
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(4) 退職給付引当金………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金…… 役員退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく当事業年度末

要支給額を計上しております。 

４．消費税等の会計処理……… 税抜方式によっております。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額           64,145千円 

 ２．関係会社に対する金銭債権・債務 

    短 期 金 銭 債 権              37,545千円 

    短 期 金 銭 債 務              175,986千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

  関係会社との取引高 

    売   上   高               196,503千円 

    仕   入   高              763,936千円 

    その他の営業取引高               79,647千円 

    営業取引以外の取引高              150,739千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 １．当事業年度の末日における発行済株式の総数  普通株式   6,632,800株 

 ２．当事業年度の末日における自己株式の数    普通株式     1,912株 

３．配当に関する事項 

(1) 配当支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2019年10月24日 
定時株主総会 

普通株式 135,933千円 20円50銭 
2019年 
７月31日 

2019年 
10月25日 

2020年２月25日 
取締役会 

普通株式 132,617千円 20円 
2020年 
１月31日 

2020年 
４月２日 
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

①配当金の総額        139,248千円 

②配当の原資          利益剰余金 

③１株当たり配当額          21円 

④基準日         2020年７月31日 

⑤決議予定日       2020年10月20日 

⑥効力発生日       2020年10月21日 

 

（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については大半を短期的な預金で運用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。なお、一部の余剰資金を高い利回りで運用することを目的として債

券及びデリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券並びに関係会社株式は、業務上の関係を有する会社の株式、その他有価証

券の債券、デリバティブを組み込んだ複合金融商品であり、市場価格の変動、為替変動等

によるリスクを有しておりますが、時価評価及びポジション等の内容は定期的に執行役員

会に報告されております。 

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。 

未払法人税等は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

 2020年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

 貸借対照表計上額（千円) 時価（千円) 差額（千円) 

(1)現金及び預金 2,265,197 2,265,197 ― 

(2)売掛金 480,826   

   貸倒引当金(※) △100   

    480,726 480,726 ― 

(3)投資有価証券 928,336 928,336 ― 

(4)関係会社株式 421,290 421,290 ― 

資産計 4,095,551 4,095,551 ― 

(1)買掛金 

(2)未払金 

(3)未払法人税等 

150,682 

56,514 

139,627 

150,682 

56,514 

139,627 

― 

― 

― 

負債計 346,824 346,824 ― 

  ※ 売掛金に含まれる貸倒引当金を控除しております。 
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  （注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 (2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(3) 投資有価証券 (4) 関係会社株式 

これらの時価については、株式は取引所の価格等によっており、債券は取引先金融機関

から提示された価格によっております。 

負債 

(1) 買掛金 (2)未払金 (3)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

  （注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 346,808 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、(3)投資有価証券、(4)

関係会社株式には含まれておりません。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税                   8,129千円 

賞与引当金                   7,631千円 

退職給付引当金                61,040千円 

役員退職慰労引当金              60,465千円 

投資有価証券評価損              38,874千円 

資産除去債務                  3,715千円 

その他の投資評価損               3,429千円 

その他                     6,267千円 

繰延税金資産計                189,554千円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金          △140,785千円 

資産除去債務                   △812千円 

繰延税金負債計                 △141,598千円 

繰延税金資産の純額                  47,956千円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万
円) 

事業の
内容又
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その他 
の関係 
会社 

㈱イン
テック 

富山
県 
富山
市 

20,830 
情報・
通信業 

(被所有) 
直接16.1 

兼任 
１名 

ネ ッ ト
ワ ー ク
の 運 用
監 視 業
務 の 委
託 及 び
シ ス テ
ム開発 

ネ ッ ト ワ
ー ク の 運
用 監 視 業
務 の 委 託
(注2) 

763,936 買掛金 141,834 

シ ス テ ム
開発(注2) 

150,739 未払金 17,417 

その他 
の関係 
会社 

ライオ
ン㈱ 

東京
都 
墨田
区 

34,433 
日用品 
製造販
売業 

(被所有) 
直接16.1 

兼任 
１名 

通 信 処
理 サ ー
ビ ス 等
の提供 

通 信 処 理
サ ー ビ ス
等 の 提 供
(注2) 

196,503 売掛金 37,545 

(注) １ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２ 取引条件については、市場動向等を勘案して一般取引条件を参考に決定しております。 

３ ㈱インテックの議決権被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでおります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １．１株当たり純資産額                       666円87銭 

 ２．１株当たり当期純利益                     66円62銭 

   

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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会計監査人監査報告 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 

2020 年９月８日 

 
株 式 会 社 プ ラ ネ ッ ト 

取 締 役 会  御 中 

 

                   仰星監査法人 

東京事務所 

指  定  社 員 
公認会計士 岡本  悟 ㊞ 

業 務 執 行 社 員 

 

指  定  社 員 
公認会計士 三島  陽 ㊞ 

業 務 執 行 社 員 
   

監査意見 
当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラネットの 2019 年８月

１日から 2020 年７月 31 日までの第 35 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。 
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。 
 

監査意見の根拠 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。 
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。 
 

計算書類等の監査における監査人の責任 
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。 
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
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て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付
意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 
 

以 上 
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監査役会監査報告 謄本 
 

監査報告 
当監査役会は、2019 年８月１日から 2020 年７月 31 日までの第３５期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見と
して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 

１．監査の方法及びその内容 
当監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、取締役会及び執行役員会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の
方法に基づき当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

   （１）事業報告等の監査結果 

      ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。 

      ② 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

      ③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。 

   （２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

      会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

       
      2020 年９月 10 日 

株式会社プラネット   監査役会 

常 勤 監 査 役 黒 岩 昭 雄 ㊞

監査役(社外監査役) 岩 成 真 一 ㊞

監査役(社外監査役) 鎌 田 竜 彦 ㊞
 

 
以 上 
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株主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 
第１号議案 剰余金の処分の件 

当社は、経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当の実施に努
めてまいりたいと存じます。当期の期末配当につきましては、当期の業績を総合的に勘案い
たしまして、次のとおりといたしたいと存じます。 

 
  １．期末配当に関する事項 
   （1）配当財産の種類 
       金銭 
 
   （2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 
       当社普通株式１株につき金21円 
       総額139,248,648円 
 
   （3）剰余金の配当が効力を生じる日 

2020年10月21日 
 

２．剰余金の処分に関する事項 
   （1）増加する剰余金の項目及びその額 
      別途積立金     40,000,000円 

（2）減少する剰余金の項目及びその額 
      繰越利益剰余金   40,000,000円 
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第２号議案 取締役８名選任の件 
取締役全員（８名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。 

   つきましては、取締役８名の選任をお願いするものであります。 
   取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

１ 

たま にゅう ひろ まさ 

玉 生 弘 昌 

(1944年９月８日生) 

1985年８月 
当社 常務取締役 

1988年12月 
 当社 専務取締役 
1993年10月 
 当社 代表取締役社長 
2004年１月 
 当社 代表取締役社長 執行役員社長 
2012年10月 
 当社 代表取締役会長（現任） 

   
80,000株 

なし 

２ 

た がみ まさ かつ 

田 上 正 勝 

(1964年３月９日生) 

1993年３月 
当社入社 

2006年10月 
 当社 執行役員 情報技術本部ネット
ワーク企画部長 

2008年10月 
 当社 取締役 
 執行役員 情報技術本部副本部長兼ネ
ットワーク企画部長 

2010年10月 
 当社 常務取締役 
 執行役員常務 ネットワーク本部副本
部長兼ネットワーク企画部長 

2012年10月 
 当社 代表取締役社長 
 執行役員社長（現任） 

   
10,100株 

なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

３ 

まつ もと とし お 

松 本 俊 男 

(1959年２月19日生) 

1981年４月 
株式会社インテック入社 

2013年４月 
 同社 執行役員 ＣＩＯ情報システム
部長 

2014年６月 
 同社退社 
2014年７月 
 当社入社 
 執行役員 参与 
2014年10月 
 当社 取締役 執行役員ＣＩＯ 
2015年10月 
当社 常務取締役 執行役員常務 
ＣＩＯ 

2016年４月 
当社 常務取締役 執行役員常務 
ネットワーク推進本部長 

2018年８月 
当社 常務取締役 執行役員常務 
事業推進管轄役員（現任） 

   
2,800株 

なし 

４ 

やま さき てつ や 

山 崎 哲 哉 

(1956年９月12日生) 

1980年４月 
 日本航空株式会社入社 
2005年４月 
 同社 経理・財務、収入管理部 次長 
2008年４月 
 同社 運航本部企画室 統括次長 
2016年６月 

当社入社 参与 
2016年10月 
 当社 取締役 執行役員 経営本部長 
2018年８月 
 当社 取締役 執行役員  
経営管理管轄役員 

2019年８月 
 当社 取締役 執行役員  
経営管理管轄役員 兼社長室長（現
任） 

 1,600株 なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

５ 

はま  いつ お 

濱  逸 夫 

(1954年３月14日生) 

1977年４月 
ライオン油脂株式会社（現ライオン株
式会社）入社 

2012年１月 
 同社 代表取締役、取締役社長、 
 執行役員、最高執行責任者、リスク統
括管理担当 

2012年10月 
 当社 取締役（現任） 
2017年３月 
 ライオン株式会社 代表取締役、社長
執行役員、取締役会議長、最高経営責
任者 

2019年１月 
 同社 代表取締役、会長、取締役会議
長、最高経営責任者（現任） 

 ０株 

当社はライオ
ン株式会社に
対し、通信処
理サービスを
提供しており
ます。 

６ 

きた おか たか ゆき 

北 岡 隆 之 

(1960年12月14日生) 

1984年４月 
株式会社インテック入社 

2005年１月 
 同社 プロダクトソリューション営業
部長 

2016年４月 
 同社 執行役員 企画本部長 
2017年４月 
 同社 常務執行役員 企画本部長 
2018年４月 
 同社 代表取締役社長（現任） 
2018年６月 
 ＴＩＳ株式会社 取締役（現任） 
2018年10月 
 当社 取締役（現任） 

 ０株 

当社は株式会
社インテック
に対しネット
ワークの運用
監視業務及び
システム開発
を委託してお
ります。 

７ 

よし まつ てつ ろう 

吉 松 徹 郎 

(1972年８月13日生) 

1996年４月 
アンダーセンコンサルティング株式会
社（現アクセンチュア株式会社）入社 

1999年７月 
 有限会社アイ・スタイル（現株式会社
アイスタイル）設立 代表取締役社長 

 （現任） 
2016年６月 
 ＵＴグループ株式会社 取締役 
（現任） 

2018年10月 
 当社 取締役（現任） 

 ０株 なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

８ 

さか た まさ かず 

坂 田 政 一 

(1959年８月２日生) 

1983年４月 
富士ゼロックス株式会社入社 

2007年４月 
 同社 広報宣伝部長 
2010年４月 
 富士ゼロックスアドバンストテクノロ
ジー株式会社 常務執行役員 

2011年６月 
 同社 取締役常務執行役員 
2015年６月 
 富士ゼロックス情報システム株式会社 
 専務執行役員  
2017年６月 
 富士ゼロックスアドバンストテクノロ
ジー株式会社 代表取締役社長 

2019年４月 
 富士ゼロックス株式会社 シニアアド
バイザー 

2020年６月 
 ＫＹＢ株式会社 取締役（現任） 
2020年６月 
 ＵＬＳグループ株式会社 監査役 
（現任） 

 ０株 なし 

 
（注) １ 各取締役候補者の所有する当社株式の数は、2020年７月31日現在の状況を記載して

おります。 
   ２ 坂田政一氏は新任候補者であります。 

３ 社外取締役候補者に関する事項 
（1）濱逸夫氏、北岡隆之氏、吉松徹郎氏及び坂田政一氏は、社外取締役候補者であ

ります。 
（2）当社は吉松徹郎氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

また、坂田政一氏を独立役員として届け出る予定であります。 
（3）社外取締役候補者とした理由 

①濱逸夫氏につきましては、ライオン株式会社の代表取締役会長を務められて
おり、経営者としての豊富な経験と幅広い見識のもとに、引き続き当社の経
営を監督していただくとともに、当社の経営全般に対し適切な助言を期待す
るものであります。 
なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって８年になります。 

②北岡隆之氏につきましては、株式会社インテックの代表取締役社長及びＴＩ
Ｓ株式会社の取締役を務められており、経営者としての豊富な経験と幅広い
見識及び情報技術分野での専門的な知識・経験のもとに、当社の経営を監督
していただくとともに、当社の経営全般に対し適切な助言を期待して社外取
締役として選任をお願いするものであります。 

 なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって２年になります。 

③吉松徹郎氏につきましては、株式会社アイスタイルの創設時から代表取締役
社長を務められており、経営者としての豊富な経験や化粧品を中心とする業
界に関する幅広い知識等をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、
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当社の経営全般に対し適切な助言を期待して社外取締役として選任をお願い
するものであります。 
なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって２年になります。 

④坂田政一氏につきましては、富士ゼロックス株式会社及びそのグループ会社
在籍時に培った、業務や経営に関する幅広い経験や見識等をもとに、当社の
経営を監督していただくとともに、当社の経営全般に対し適切な助言を期待
して社外取締役として選任をお願いするものであります。 

（4）当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、濱逸夫氏、北岡隆之氏、吉松
徹郎氏との間において、会社法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、
職務を行うにつき善意でかつ重要な過失がないときに限り会社法第425条第１
項各号に定める金額の合計額とする旨の責任限定契約を締結しております。な
お、本議案が承認可決され、濱逸夫氏、北岡隆之氏、吉松徹郎氏が再選された
場合、引き続き上記責任限定契約を継続する予定であります。 

（5）本議案が承認可決され、坂田政一氏が当社取締役に就任された場合、当社は、
会社法第427条第１項の規定に基づき、坂田政一氏との間において、会社法第
423条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重要
な過失がないときに限り会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額とす
る旨の責任限定契約を締結する予定であります。 
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件 
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお

願いするものであります。 

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

ふじ た  ゆたか 

藤 田  裕 

(1958年10月18日生) 

1983年10月 
 昭和監査法人（現EY新日本有限責任監査法
人）入所 

1991年１月 
 本郷公認会計士事務所（現辻・本郷税理士
法人）入所 

2002年４月 
 辻・本郷税理士法人 参与（現任） 
2014年12月 
 アジア航測株式会社 監査役 
2015年12月 
 同社 取締役（監査等委員）（現任） 
2018年１月 
 辻・本郷監査法人 代表社員（現任) 

 ０株 なし 

（注) １ 藤田裕氏は、社外監査役候補者であります。 
２ 藤田裕氏につきましては、同氏がこれまで培ってきた公認会計士としての経験及び

上場企業での取締役（監査等委員）の経験等を当社監査体制に活かし、客観的立場
から当社の経営を監査することが期待できることから、補欠社外監査役として選任
をお願いするものであります。 

 

第４号議案 役員賞与支給の件 

当期の業績等を勘案して、当期末時点の常勤取締役４名に対し、役員賞与総額34,000,000
円を支給することといたしたいと存じます。 

なお、各取締役に対する金額は取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

本定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される廣田光次氏に対し、
在任中の労に報いるため、｢取締役退職慰労金規程」に基づき相当額の範囲内で退職慰労金
を贈呈いたしたいと存じます。 

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等については、取締役会にご一任願いたいと
存じます。 

 
氏      名 略            歴 

ひろ  た こう じ 

廣 田 光 次  2010年10月 当社 社外取締役（現在に至る） 

 

 
以 上 
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞ 
 

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していた
だきますようお願い申し上げます。 

当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手
続きはいずれも不要です。 

 

記 

 

１．議決権行使サイトについて 

 (1) インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから当社の指
定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただく
ことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り
扱いを休止します。） 

 (2) インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイル
スソフトを設定されている場合、ＴＬＳ暗号化通信を指定されていない場合等、
Proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、
ご利用できない場合もございます。 

 (3) インターネットによる議決権行使は、2020年10月19日（月曜日）の午後５時まで受
け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたら
ヘルプデスクへお問い合わせください。 

 

２．インターネットによる議決権行使方法について 

 (1) パソコンによる方法 

  ・議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記
載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に
従って賛否をご入力ください。 

 ・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改
ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワー
ド」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。 

  ・株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご通知い
たします。 

 (2) スマートフォンによる方法 

  ・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用ＱＲコード」をスマートフォンにより読み
取ることで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能で
す。(「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」の入力は不要です。) 

 ・セキュリティの観点からＱＲコードを用いた議決権行使は１回に限り可能です。 

２回目以降は、ＱＲコードを読み取っても「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」
の入力が必要になります。 

  ・スマートフォン機種によりＱＲコードでのログインができない場合があります。Ｑ
Ｒコードでのログインができない場合には、上記２．（1）パソコンによる方法に
て議決権行使を行ってください。 

  ※ＱＲコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。 



〆≠●0 
03_0743801102010.doc 
 9/11/2020 3:52:00 PM印刷 9/12 
 

― 36 ― 

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 

 (1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネット
による議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承くださ
い。 

 (2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使され
た内容を有効とさせていただきます。 

 

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について 

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、
株主様のご負担となります。 

 

以 上 

 

システム等に関するお問い合わせ 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部（ヘルプデスク） 

電話0120-173-027（受付時間9:00～21:00、通話料無料） 
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↑至増上寺

大門駅

都営浅草線

都営大江戸線

JR山手線・京浜東北線

第一京浜国道(15号線)

←至三田

←至品川

至新橋→

至東京→

文化放送メディアプラス
ホール（12階）世界貿易センタービル

JR浜松町駅

東京モノレール

首
都
高
速

北口 都営地下鉄大門駅 Ｂ１出口

旧芝離宮恩賜庭園

株主総会会場ご案内図

会場：東京都港区浜松町一丁目31番　文化放送メディアプラス

12階　文化放送メディアプラスホール

交通：ＪＲ：山手線・京浜東北線　「浜松町駅」　北口正面

都営地下鉄：浅草線・大江戸線　「大門駅」　Ｂ１出口前

会場の建物の入口は２階にございますので、建物前の階段またはエレベータにて

お越しください。
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